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はじめに 

米国では、昨年（1998年）7月、広範な内容にわたる「IRS改革法（IRS 

RestructuringandReformActof1998）」が成立した。同法の中心をなすの 

は、税務訴訟における挙証責任（burdenofproof）を一定の条件下で（l）納税 

者からIRS（InternalRevenueService）に転換する条項（同法第3001条）を 

柱とする、納税者の権利保護強化規定である。 

他方、米国が「包括的納税者権利憲章（OmnibusTaxpayersTBillof 

Rigbt）」を制定したのはIRS改革法のちょうど10年前、1988年である。議会 

はその後、1996年の「納税者権利意章2（Taxpayers・BillofRight2）」、 

1997年の「納税者救済法（TaxpayersIReliefActof1997（納税者権利憲章3 

（Taxpayers．BillofRight3））」（2）と納税者の権利保護に関する立法措 

置を矢継ぎ早に拡充してきたが、何故ここで更にIRS改革法なのか。これは、 

共和党による強力なIRS攻撃キャンペーンがあったにしろ、過去の立法措置の 

全てが納税者の権利保護改善のために有効に機能してきた訳ではないことの証 

（1）納税者が、その者の所得税債務を確認することに関連する信憑性ある証拠 

（credibleevidence）を提出した場合には、争点事実に係る挙証責任は、IRSに転 

換される（IRS改革法3001条）。要件は次の3点である： 

① 歳入法典（InternalRevenueCode）と財務省規則（TreasuryRegulation） 

の実体化（substantiation）規定を遵守すること（例えば、寄付金控除には受蘭 

団体からの受領書が必要とされる（第170粂（f）（8））。） 

② 歳入法典と財務省規則が要求する記録を保存すること 

③ 面会（meetings）、面接（interviews）、証言、情報及び文書に関して．IRSの 

合理的な（reasonable）要求に協力すること 

個人以外の納税者には、他に純資産要件がある。③の協力要件を満たすためには、 

納税者は、行政救済を尽くさなければならない。 

規定の概要は、次を参照：Manning＆Windish，TheIRSRestructuringand 

ReformAct：AnExplanation，July6，1998TaxNotes83at91 


また、従前の挙証責任ルールについては、第3章第2節・第7章を参照。 


（2）これらの概要については、in放・anOte121参照。 
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左と思われる＝）。では、今般の「挙証責任の転換」は有効な救済となり得る 

のだろうか。 

米国では、税務訴訟における挙証責任の配分ルールについては、「証拠との 

距離（accesstoevidence）」を第一の要因として、納税者に挙証責任を課す 

のは、自己賦課（selfassessment）に基づく所得課税制度を維持する以上、 

むしろ当然とする考え方が広く支持されている。この点は、古くは1925年、租 

税裁判所（U．S．Tax Cou∫t）の前身である租税不服委員会（BoardofTax 

Appeals）（4）がその事続規則を制定する際の下院公聴会での証言にみられる 

ほか（5）、判例上もしばしば言及されており（6）、現在に至るまで、政府サイド 

（3）例えば、次を参照：Hirsh，BehindtheIRSCurtain，Oct．6，1997Newsweek 


US ed． 


（4）租税裁判所が租税不服委員会を引き継ぐ形で設立されたのは1942年、一行政機関 

から合衆国憲法第1条に根拠を置く独立の特別裁判所とされたのは1969年である。 

（5）HearingonRevenueRevision．1925，BefbretheHouseComm・OnWaysand 

Means－69Lhcong．，1封sess．907（1925）．租税不服委員会の初代メンバーIvinsは、 

「納税者が関連証拠を有していること」と「納税者が訴訟の提起者であること」の 

2点を挙げ、「IRSが挙証責任を負うことになれば、それは、所得税法を廃止して 

納税者に寄付を請うのに等しい」と述べている。証言の概要は、以下を参照： 

Martinez．infranote40at273；Moran，infranote40，nOte57；DubrofEinfranote 

40，nOte162，163 

（6）例えば、Rexachv．Commissioner（以下CIRと表記する。），482F2dlO．1Stcir． 


1973参照（「納税者は関連情報によりアクセスしやすいこと」・「歳入法典が規定す 


る記録保存義務を促進すること」と表現している）。同判決は、他に、①納税者が 


訴訟の提起者であること、②行政行為は適法と推定されること（thepresumption 


ofadministrativeregularity）の2点を挙げている。 


この他．「租税裁判所の不足税額訴訟は、地方裁判所（DistrictCourt）・請求裁判所 


（ClaimsCourt）における還付金請求訴訟（refundclaimsuite）の代替手段を納税者 


に与える、いわば恩恵に属する事項（matterofgrace）であるから、本則と異なる扱 


いをするいわれはない」とするものがある（Rockwellv．CIR，512F2d882（91hcir． 


1975）（同判決は、併せて「証拠との定巨離」も述べている）。還付金請求訴訟では、 


コモンローの訴訟原因である「不当利得金返還請求」に倣って、これを求める当事 


者（納税者）が挙証責任を負うと説明される（Martinez．infranote40at267）。 
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だけでなく学者・実務家からも支持されているところである（7）。 

IRS改革法の挙証責任転換条項に対しても、法案段階において、これに反対 

する立場から、「転換条項は、個人的事項により介入する（intrusive）調査 

を助長し、召喚状（summons）の多用と訴訟におけるより広範な開示手続 

（discovery）を招くだけで、納税者の利益にはならない、むしろ反する」と 

いう指摘が学者・実務家からなされており柑）、さらに、「転換条項は、かえ 

ってIRSの不充分な調査による不足税額決定（deficiencydetermination）を 

助長する」という指摘や（9）、「転換条項は、自己賦課に基づく所得課税制度 

を崩壊させるものだ」との警告もあるくIq）。 

（7）infilanOte8．税務訴訟における挙証責任については、以下を参照：Martinez 


他in負・anOte39；（特に、Martine2，は、税務訴訟で納税者に挙証責任を課すことの 


正当性を多岐にわたって論証している）。 


（8）例えば、次を参照：NYSBAUrgesSlowdownofBurden－Shif仁Express．Nov．3， 

1997TaxNotes619；NYSBAOpposesBul・denofProofShift，Apr・6，1998Tax 

Notes125；Wolfman．RejectBurden－Of－ProofShi氏UrgesTaxPro£Feb．9，1998 

TaxNotes753；TaxProf岳UrgeRejectionofBurden－OfTProofShift，Feb．9，1998 

TaxNotes755；BurdenofProofShiftWorl・iesTaxPl・OfbssorsFrom Coastto 

Coast．Nov．3．1997TaxNotes623；Dellinger，ASubstitutionforShiftingthe 

BurdeninOrdinaryTaxDisputes，Dec．15，1997TaxNotes1281． 

また、AICPAは、下院歳入委員会の監視小委員会における証言で、転換条項への 


反対を表明している（Hearingon the Recommendationofthe National 


CommitteeonRestructuringtheIRSonTaxpayerProtectionandRight， 

TestimonybeforeSubcommitteeonOversightoftheHouseCommitteeonWays 

andMeans（Sept．27，1997）。 


（9）Lederman．UnbreseenConseq．uenceofTheBurdenofProofShift，July20、 

1988TaxNotes379（infranotel16参照） 

（10）sheppard，ShiftingtheBurdenorJustShiftingtheBlame？，Oct，27．1997Tax 

Notes484 
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他方、転換条項を支持する意見には、余り説得的な主張Iまみられない（11）。 

しかも、転換条項には大きな制約（12）が付けられたため、これが、実際に、議 

会が当初に意図したとおりに機能するかどうかも疑問視されている（13）。 

それにもかかわらず転換条項が圧倒的多数で通過したのは、共和党のIRS攻 

撃キャンペーンとマスコミのIRSバッシングが効いて、実際の効果はどうであ 

れ 表面上IRSの仕事を増やすようにみえる法案に反対するような雰囲気は議 

会にはなかったということによると思われる（＝）。 

このように、「挙証責任をIRSに転換することが、納税者の権利保護を促進 

する（挙証責任を課す、そのこと自体が納税者の権利を害している）」という 

考え方が一定の理論的根拠を持って支持されているとは考えられないし、挙証 

茸任転換条項が納税者権利保護の切り札となることもないと思われる。 

他方、米国では、納税者の権利保護に関して、従来から指摘されていながら 

今般のIRS改革法でも結局手をつけられなかった、挙証責任配分ルールとは別 

の、訴訟上の問題点がある。これを検証するのが本稿の目的である。 

日本における納税者の権利保護の在り方を考える上で、米国の実態を知るこ 

とには何らかの示唆があると考える。 

（ll）例えば、以下を参照：Avery，SupportfbrBurdenofProofShift，Apr．27．1998 

TaxNotes493；Long，BurdenofProofShift：TomJeffbrsonWouldBeProud， 

Nov・3．1997TaxNotes625；Lee，TaxProfbssionalsLickChopsinAnticipation 

OfBurdenofProofShift，Nov．3，1997TaxNotes622 

（12）supranotel．これらの要件を満たしていることの挙証責任は納税者が負う。 

（13）例えば、次を参照：Lederman，SuPranOte9 

（14）例えば、以下を参照：Howard＆0－donnell．TaxingTimes，July20，1998 

NewsweekUSed．；川田剛「IRSバッシング」国際税務vol．18－1（1998） 

また、そもそも、挙証責任転換条項導入推進の中心人物は、民主党下院議員 

JamesTraficant（Ohio）であった（Oct．20，1997TaxNotes265参照）。 
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以下、第6章までの叙述は、基本的に、MaryFerrariの論文「“WAS 

BLIND，BUT NOWISEE”（ORWHAT．S BEHIND THE NOTICE OF 

DEFICIENCYANDWHYWON－TTHETAX COURTLOOK？）」（15）によっ 

ており、引用個所の表示は省略した（■G）。 

Ferrariは、納税者の権利保護に関する訴訟上の主要な問題は、IRSによる 

行政上の不足税額決定手続が司法による監視の対象とされていない点にあると 

する。これは、具体的には、「納税者と全く接触することなく一方的に行われ、 

その根拠も納税者に開示されない不足税額決定」や「調査未了のままで、除斥 

期間（statueoflimitation）の経過を回避するためにのみなされる不足税額決 

定」を、租税裁判所が有効（valid）と判断していることに現れている。 

Ferrariは、これらは、租税裁判所の次の様な方針がもたらす結果であると 

する。即ち、租税裁判所は、不足税額通知書（noticeofdeficiency）に不足税 

額の決定理由を記載すべきことを要求せず、また、行政上の不足税額決定手続 

を審判の対象としない（notlookbehindthenoticeofdeficiency）。 

Ferrariは、納税者と租税裁判所を結びつける唯一の文書である「不足税額 

通知書」（17）に焦点を当てて、これらの方針についての租税裁判所の立場とこ 

れらの方針が納税者にもたらす問題とを判例から検証し、問題の解決に向けて 

提言を行っている。 

（15）55AlbanyLawReview407（1991） 

（16）引用判決文中の「長官（thecommissionel・OfIRS）」は、すべて「IRS」に置き 


換えている。また、歳入法典は、法典名の記載を省略した（例えば、第7522条は、 


歳入法典第7522条を表す〉。 


（17）第1章参照 
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第1章 連邦税の賦課徴収手続における 

不足税額通知書の手続的機能 


第1節 不足税額の賦課と再審理 

IRSは、不足税額（L＄）を賦課（assess）徴収（collect）するためには、歳入法 

典の手続規定に厳密に忠実でなければならない。mSは、不足税額（de丘ciency） 

を賦課するまでは、これを徴収することができない（第6201条・6203条）。また、 

IRSは、不足税額決定について賦課前・支払前の再審理（review）を求める機 

会を納税者に与えなければ、不足税額を賦祝することができない（第6213条 

（a））。 

IRSが不足税額を賦課する意図と再審理を求める機会を納税者に知らせる文 

書が、不足税額通知書である。したがって、不足税額通知書は、不足税額の賦 

課徴収に関して歳入法典が規定する手続的保護手段の極めて重要な特徴となっ 

ている（t9）。 

IRSは、不足税額を決定したら、書留（registeredmail）又は内容証明付郵 

便（certi且edmail）により不足税板通知書を送達する（第6212条（a））。租税 

裁判所に対して不足税額の再決定を求める機会を納税者に与えるために、不足 

税額通知書の送達後90日間は賦課が禁じられる（第6213条（a））。租税裁判所の 

裁判権は、有効な不足税額通知書の送達により決定される。このため、有効な 

不足税額通知書は「租税裁判所への入場券（ticket）」といわれる（20）。納税者 

（18）「当該納税者の、いずれかの課税年度においてその者が負うべき正当な税額とそ 


の者が実際に政府に報告した税額との差額」をいう（第6211条参照）。したがって、 


不足税額は、納税者が申告書を提出しているかどうかに係わらず存在しうる。 


（19）Holofv．CIR，872F2d50（3rl■cir．1989） 

（20）McKayv．CIR．89TClO63（1987）．affTd．886F2d1237（9thcir．1989）； 

Mulvaniav．CIR，81TC65（1983）；Baronv．CIR，71TClO28（1979）；Jones 

v．cIR．62TCl（1974）（quotingCorbettv．Frank，293F2d501（9Lhcir．1961）． 

61－2USTC［9601 
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が租税裁判所に再決定を求める場合には、賦課は、租税裁判所の判決が確定す 

るまで（川奈じられる（第6213条（a））。 

第2節 除斥期間 

申告書の調査と不足税額の賦課徴収に加えられる追加的な制限は、除斥期間 

（statuteoflimitation）である。IRSは、通常、申告書が提出された日から 

3年以内に不足税額を賦課しなければならない（第6501条（a））。租税裁判所 

による不足税額の再決定には数ヶ月から、場合によっては数年を要することか 

ら、第6213条（a）が賦課を禁じている期間については、賦課の除斥期間が延長 

される（第6503条（a）（1））。即ち、納税者が租税裁判所に訴状（petition）（22） 

を提出すれば、除斥期間は、裁判所の判決が確定し納税者に対する支払前の救 

済が終結するまで延長される。 

これらの規定が意味するところは、「IRSは、納税者が申告書を提出した後 

3年以内に、申告書を調査し、不足税額め存否を決定し、不足税額通知書を発 

行し、これを納税者に送達しなければならない」という事である。IRSは、不 

足税額を有効に賦課するためには、これらの全てを完了させなければならない。 

納税者が申告書を提出していない場合には、賦課の除斥期間は無制限である 

（第6501条（c）（3））。しかし、この場合にも、不足税額を有効に襲武課するため 

には、IRSは、不足税額通知書を発行して納税者に送達しなければならない 

（第6213条（a））。 

（21）租税裁判所の判決は、租税裁判所が判決を公式に記録してから90日後に最終とな 


る（第7481粂（b））。 


（22）第3章第1節参照 
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第3節 不足税額通知書の送達 

賦課そのものは行政行為以上のものではないが、賦課は、IRS・納税者の双 

方にとって、租税徴収手続の鍵となる行為である。即ち、IRSが一旦有効に不 

足税額を賦課すれば、不足税額は納税者が政府に対して負う債務となり（23）、 

賦課後に不足税親が支払われない場合には、IRSは、滞納処分（1evyand 

di＄traint）という非常に広範な行政権限によって、納税者から不足税額を徴 

収する（第6303条・第6331条）。 

したがって、手続的な見地からは、有効な不足税額通知書の送達は、不足税 

額の賦課徴収手続に関して納税者の権利を保護する一方、IRSの権限を保全す 

る。即ち、有効な不足税額通知書は、納税者に対して、IRSの不足税額決定に 

ついて賦課前・支払前に再決定を求めることのできる重要な権利を与えると同 

時に、賦課の除斥期間を延長し、IRSが政府に代わって最終的に不足税額を賦 

課徴収する権限を保全する。 

（23）Bullv．US，295US．247（1935） 
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第2章 不足税額通知書と不足税額決定手続 
の関係 

第1節 歳入法典 

不足税額通知書を送達し不足税額を賦課徴収するためにIRSが従わなくては 

ならない手続要件とは際立って対照的に、不足税額決定そのものの手続要件に 

ついては、歳入法典は何も規定していない。第6201条は、IRSが租税の決定と 

賦課のために必要な調査（inquiでy）を行うことの根拠を与えている。そして、 

第7602条（a）（1）は、IRSが、こうした調査に関連し又は重要と考えられる、あ 

らゆる帳簿・書類・記録その他の資料を調査する（examine）ことの根拠を与 

えている。歳入法典には、これらふたつの一般規定の他には、こうした調査が 

どのように行われるべきかに関するルールは規定されていないく帥。他方、IRS 

自身は、申告書の調査・不足税額決定手続を含む、国内における行政手続の全 

ての側面についての成文化された（promulgated）詳細なルールを有してい 

る（25）。 

（24）この他、通常の調査に関して、次の規定がある：7605条（時間と場所の制限）、 


7606条（事業所等への立入り要件）。他に、サモンズ（召喚状調査）に関して、7603 


条・7604粂・7609条がある。 


（25）（かIRS手続規則書（TheService■sStatementofProceduralRules）（財務省規則 


§601．101－206）、②歳入マニュアル（TheInternalRevenueManual）である。 

歳入マニュアルについては、次を参照：M．Salt21man．IRSPracticeandProcedure 

（2nded．1991）；Parnell，TheInternalRevenueManual：ItsUtilityandLegalE飴ct， 

32TaxLaw．687at687～90（1979） 
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第2節IRS手続規則書 

「IRS手続規則書（以下「手続規則」という。）」は、一旦調査に選定された 

申告書が辿るべき行政手続の概要を示している（財務省規則§601．105）。 

1 調 査 

IRS職員は、事案の複雑性に応じて、次のいずれかの方法により申告書を 

調査する（紺。 

① 書簡調査（correspondenceexamination） 


（財務省規則§601．105（b）（2）（i）） 


② 呼出調査（0凪ceexamination）（財務省規則§601．105（b）（2）（ii）） 

③ 実地調査（fieldexamination）（財務省規則§601．105（b）（3）） 

調査の結果は、申告を是認して事案を終結するか、不足税額を主張するか 

である（財務省規則§601．105（d）（1）（i）－（ii））。調査官の決定は、本税の不 

足税額の他、無申告加算税・延滞税（delinquency）（27〉（第6651条）・過少申 

告加算税（accuracy－related）（第6662条）・民事詐欺罰（civilfraudpenalty） 

（第6663条）といった複数の附帯税（addition）を含む。IRSは、こうした附 

帯税を適用するときには、徴収に先立ち、本税と同様の方法で決定しなけれ 

ばならない（第6665条（a））。 

納税者が不足税鋲及び（又は）附帯税に関して調査官（Serviceagent）の結 

論に同意しないときには、調査官は「予備レター（preliminaryletter）（30 

日レター）」を納税者に送達する。30日レターには、IRSが賦課しようとして 

いる不足税額と附帯税が記載され、不足税額決定の基礎を説明する調査官報 

告書（examinerIsreport）が添付される。30日レターには、また、納税者 

（26）IRSの調査については、以下を参照：金子宏「アメリカにおける税務調査」『所 


得概念の研究』（1995年）；M．Saltzman，SupranOte25，†8．Ol～8．09 

（27）時の経過に応じて累積される（本税の25％が上限）。 
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が調査官の結論について再審理を望むときに利用することができる行政上の 


審査請求の権利（admini＄trativeappealrights）を記載しなければならない 


（財務省規則§601．105（d）（1））。 


2 不服審査 

調査官の結論に同意しないときには、納税者は、mSの不服部門（Appeal■s 

Division）との協議（conference）を求めることができる（財務省規則 

§601．105（d）（2）（i）－（iv））（28）。納税者、政府のいずれにも偏することなく、 


厳正・公正に正当な税額を決定することが審査官（Appealsrepresentative） 


の職務である（財務省規則§60l．106（f）（1））。審査官は納税者の不足税額 


債務について独自の決定を行う（財務省規則§601．106（f）（1））。審査官は、 


納税者、政府それぞれの見解の理非（merits）に基いて事案を解決する権限 


を与えられている（財務省規則§601．106（f）（2））。 


事案を再考察した結果、審査官が「不足税額が存在し、解決は不可能であ 


る」と決定する場合には、不足税額通知書が納税者に送達される（財務省規 


則§601．106（d）（2）（ii））。 


第3節 歳入マニュアル 

不足税額通知書作成についての指示事項は「歳入マニュアル（以下「マニュ 

アル（IRM）」という。）」に詳細に示されている（IRM4464）。 

不足税額通知書は、次のふたつの部分からなる（IRM4463．1（2））： 

（∋ 不足税額を示すレター 

② 不足税額がどのように計算されたのかを示す説明文 

不足税額通知書のレター部分は、納税者の氏名と住所（IRM4464．12（1））・ 

税目・年分・不足税額（附帯税があればその額）（IRMヰ464．14（1））を特定し 

（28）IRSの不服審査については、次を参照：M．Saltzman．supranote25，¶9．01～9．10 
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なければならない。不足税額通知書の説明部分（決定明細書（比ebillof 

particulars）（IRM4464．21））には、調整についてのIRSの説明が記載される。 

不足税額通知書の説明文は、次のふたつの目的を果たす： 

① 明確で簡潔な文言により納税者に調整を知らせること（IRM4464．23（1） 

（a）） 

（診 調整に関するIRSの立場を述べること（IRM4464．23（1）（b）） 

このように、上述の手続に従って不足税額が決定されていれば、納税者には、 

不足税額通知書を受領する前に、独立した2段階の行政上の調査を受ける機会 

が与えられる。双方の行政手続に納税者が関わることで、この間、IRSには、 

関連事実を選別し、問題を特定し、事実に関する結論と法的な結論に基づいて 

（マニュアルの指示に従った）不足税額通知書を作成するだけの充分な時間が 

あるはずである。 
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く19） 第3章 租税裁判所での訴訟手続における 


不足税額通知書の機能 


第1節 訴 状 

有効な不足税額通知書は租税裁判所の裁判権の基礎となるが、この「楓税裁 

判所への入場券」は、租税裁判所での訴訟における最初の訴答書面（pleading） 

とはならない。即ち、ある事件は、納税者が不足税額通知書に示された不足税 

額の再決定を求める訴状を租税裁判所に提出する事のみにより開始される（租 

税裁判所規則（TaxCourtRulesofPracticeandProcedure）（30）第20条（a））。 

IRSが不足税額通知書を送達すれば自動的に租税裁判所による再審理が始まる 

のではなく、納税者は、租税裁判所に対して、積極的に（a臨rmatively）不 

足税額の再決定を請求しなければならない。したがって、納税者が不足税額通 

知書に何ら反応しない場合には、IRSは、不足税額通知書送達後90日間が経過 

したら直ちに不足税額を賦課し、これに基づいて司法の介入を受けることなく 

徴収手続を開始する。 

不足税額の再決定を求めるのであれば、納税者は、租税裁判所規則に従って 

訴状を作成しなければならない。訴状には、IRSが不足税額決定の際に犯した 

と納税者が主張するそれぞれの誤りを特定し、明確・簡潔に述べなくてはらな 

い（租税裁判所規則第34条（b）（4））（3t）。誤りとして特定しなかった事項は、納 

税者が是認したものとみなされる。したがって、純粋に実務的なレベルで、漠 

然とした、あるいは貧弱（poorly）に作成された不足税額通知書では、納税者 

（29）租税裁判所の訴訟手続の概要は、次を参照：Rose＆Chommie，FederalIncome 


Taxation（3rded．1988）§13．13．また、詳細は、次を参照：Crimm，infranote40 

（30）第7453条は、租税裁判所での訴訟に係る実務と手続に関する規則を制定する権限 


を同裁判所に与えている。 

（31）納税者は、訴状に不足税額通知書の写しを添付しなければならない（租税裁判所 


規則第34条（b）（8））。 




348   

は租税裁判所規則第34粂に従う（comply）ことができない（32）。 

第2節 適法性の推定と挙証責任（33） 

納税者が訴状を提出すれば、不足税板通知書は租税裁判所の訴訟において重 

要な証拠上の役割を果たす。即ち、訴訟手続上、不足税額は適法と推定される 

（presumablycorrect）（嗣）。この推定は不足税額の証拠ではなく、納税者に最 

初の証拠提出責任（initialburdenofgoingfbrwardwithevidence）を割り 

当てる証拠上の慣習である（15） 

他方、IRSの不足税額の決定が誤り（erroneous）又は姦意的（arbitrary） 

であることを立証すべき責任は納税者に課される（36）（租税裁判所規則第142条 

（a））。納税者は、勝訴するためには、不足税額決定が誤り又は姦意的である 

ことについて、「証拠の優越（preponderanceofevidence）」（37）によって裁 

（32）次を参照：PractitionersCriticize30－dayand90－dayLettersasVagueand 


Nonspecific，7J．TaxTn34（1957） 

（33）以下、本稿における挙証責任の叙述は、IRS改革法前のルールに基く。 


（34）welchv．fIelverin官，290USlll（1933）；Wickwirev．Reinecke，275USlOl 

（1927） 

（35）Id；Niles］∋ementPondCo．Ⅴ．US，281US357（1930）；Cohenv．CIR，266F2d5 

（91hcir．1959） 

（36）これは、「提出された証拠に基づき事実の存否は同程度だと裁判所が考える場合 

に、一方の当事者が敗訴する危険」を納税者が負担することを意味する。この概念 


を「非説得の危険（riskofnonpersuasion）」という。 

（37）納税者が一応の証拠（primafacieevidence）を提出すれば、裁判所は「証拠の 


優越」によって事件を判断する。 

「一応の証拠」とは、「他の証拠によって覆されるまでは、それだけで事実を認 


定し判決してよいとされている証拠」をいう（BASIC英米法辞典初版（1993 


年））。 

「証拠の優越」とは、コモンローにおける証明度の基準のひとつであり、「証拠 


の、より大きな重要度」といわれ、通常、「証人の数や証拠の量ではなく、相手方 

の証拠よりも説得力のある証拠がある状態を意味する」と説明される（証明度の基 


準には、この他、刑事事件で適用される「合理的な疑いを超える（beyond 
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判所を説得しなければならない（38）（説得責任（burdenofpersuasion））。 

納税者が挙証責任を果たせなかった場合には（3g）、租税裁判所は、不足税額 

通知書に示されたIRSの決定を維持する（1D）。 

以上を要するに、不足税額通知書は手続的な機能（納税者の租税裁判所への 

入場券）だけでなく、実体的な機能をも果たす。即ち、推定される適法性と租 

税裁判所の挙証責任ルールにより、不足税額通知書は、租税裁判所の審問 

（inq11iry）のパラメーターを定めるにあたって実体的な役割を果たす。 

reasonabledoubt）証拠lと、両者の中間である「明白で説得的な（clearand 


convincing）証拠」がある）。 

コモンローにおける挙証責任については、以下を参照：小林秀之『新版アメリカ 


民事訴訟法』第6章（平成8年）；Leubsdo祀Civi1Procedure§7．12～§7．17（4Lhed． 


1992） 

また、IRSにおいて挙証責任を負うべき場合は、第7章を参照。 


（38）Helveringv．Taylol・．293US507（1935）参風。なお、不足税額決定が控除否認に 


係るものである場合には、納税者は正当な控除金額も立証しなければならない 


（Rockwellv．CIR，SuPranOte6；Herbertv．CIR，377F2d65（9thcir．1967）；Nor－

CalAdjustmentsv．CIR，503F2d359（91hcir．1974））。また、還付金請求訴訟では、 

納税者は還付を受けるべき金額を、したがって正当な税額を立証しなければならな 

い。 

（39）「納税者が“一応の証拠”を提出していない」又は「納税者が提出した“一応の 


証拠”が“証拠の優越”に達していない」と、裁判所が判断した場合である。 

（40）税務訴訟における挙証責任については、以下を参照：Dubroff＆Grossman， 

TheUnitedStatesTaxCourt：AnHistoricalAnalysis，40．41and42AlbanyL・ 

Rev．（1975～1978）．同論文は、1979年にCCHより同じ標題で単行本として刊行さ 

れており、以下の参照ページは同著による：DubrofETheUnitedStatesTaxCourt： 

AnHistoricalAnalysis（1979）at319～334；Martinez．TaxConectionandPopulist 

Rhetoric：ShiftingtheBurdenofProofinTaxCases，39HastingsIJ．J．239（1988）； 

Piper＆Jerge，ShiftingtheBurdenofPl・00finTaxCourt，31TaxLawyer303 

（1978）；Moran，ThePresumptionofCorrectness：ShouldtheCommissionerbe 

RequiredtoCal・rytheInitialBurdenofProduction？．55FordhamL・Rev・1087 

（1987）；Crimm，TaxCourtLitigation：PracticeandProcedure（1998）¶9－1； 

Balter，TaxFraudandEvasion（1985）¶10．04 
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第4章 不足税額通知書の制定法上・ 

判例上の要件の変遷 


不足税額通知書が果たす手続的・実体的機能の重要性にかかわらず、これま 

で歳入法典は、有効な不足税額通知書が用いるべき様式も、記載すべき情報も 

規定してこなかった。IRSからどのような種類の伝達（communication）があ 

れば有効な不足税額通知書となるのかという問いに対して、租税裁判所は、 

「IRSは、不足税額通知書においてぎりぎりの（barest）情報を提供すればよ 

い」としている。 

有効な不足税額通知書の様式と内容を論じている全ての租税裁判所事件は、 

不足税額通知書の目的に言及することから始める。LearnedHand判事が1937 

年に01＄enV．Helvering事件（′．1）で最初に述べたように、「不足税額通知書は、 

不足税緬を支払うことになる者に対して、IRSが賦課しようとしている・事を伝 

えるのみであり、これを曖昧なく行えば充分である」とされている。 

1937年以来、Hand判事による不足税額通知書の目的の定型化（鮎rmula－

tion）を基礎に、租税裁判所は一貫して、「有効な不足税額通知書は特定の様 

式に従う必要はない」と判示してきた（42）。租税裁判所は、不足税額通知書が 

不足税額と年分を記載することだけを求めてきた（43）。したがって、有効な不 

足税額通知書は、不足税額がどのように決定されたのかの説明も、IRSがその 

決定の根拠とした歳入法典の条文も含む必要はない（朋）。実際、租税裁判所は、 

「不足税額通知書は、不足税額を争うことのできる裁判所があることを納税者 

（41）88F2d650（2■11－ciェ1937） 

（42）CIRv．ForestGlenCreameryCo．．98F2d968（7thcir．1938），Cert．denied，306 

US639（1939）；Jarvisv．CIR，78TC646（1982） 

（43）Fo＄terV．CIR，80TC34（1983），afFdinpart，756F2d1430（9thcir．1985）．cert． 

denied．474USlO55（1986） 

（44）Abattiv．CIR，644F2d1385（9Lhcir．1981）；Barnesv．CIR408F2d65（7thcir．）， 

cert．denied．396US．836（1969）；Stevensonv．CIR43TCM（CCH）289（1982） 
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に知らせる必要すらない」と判示している（15）。 

このように、（∋不足税額通知書に不足税額の理由を記載すべきことを指示し 

ているマニュアルの明確な規定、（∋訴状に不足税額決定の全ての誤りを個々に 

明確に記載するよう求めている租税裁判所規則、そして、③不足税額通知書が 

適法性の推定を伴うという事実にもかかわらず、租税裁判所は、「租税裁判所 

に有効に裁判権を与えるためには、不足税額通知書にはぎりぎりの記載があれ 

ばよい」としている（46〉。 

（45）usv．Lehigh，201F．Supp．224（WD．Ark1961），apPealdi8missed，305F2d377 

（8【hcir．1962）参照。 

なお、IRS改革法は、租税裁判所への訴状の提出期限を不足税額通知書に記載す 

べきこととした（同法第3463条）。 


（46）IRSが不足税額通知書の送達に関する手続要件に従っていない場合には、租税裁 


判所は事件を却下する。 
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第5章 審判の対象物としての不足税額決定 

手続についての司法の立場 


第1節 税税裁判所 

租税裁判所は、不足税額通知書の記載内容を指示しないだけでなく、不足税 

額通知書の送達に先行するIRSの行政手続を審判の対象とすることを一貫して 

差し控えている。 

租税裁判所は法律の創造物であり（第7441条）、その裁判権は歳入法典に規 

定されている。第6214条が、「租税裁判所の任務は、不足税額を再決定するこ 

とである」と規定している。これを理由として、租税裁判所は、その前身であ 

る租税不服委員会としての初期段階から、「裁判権の前提条件（condition 

precedent）としては不足税額決定手続を審判の対象としない」（47）という立場 

をとってきた。Tannenwald判事がGreenberg－sExpress，Inc．v．Commissioner 

事件（d3）でこの立場を支持し、その根拠を要約している。 

「一般論として、租税裁判所は、使用された証拠・被告（IRS）の動機の妥 

当性・決定に含まれる行政上の方針や手続の妥当性を審査するためには、不足 

税額決定手続を審判の対象としない。このことの根拠は、租税裁判所における 

審理は新規（denovo）であり、原告の租税債務に関する租税裁判所の決定は、 

行政段階で作られた従前の記録にではなく、事案の理非に基づいて行われなけ 

ればならない点にある。」 

租税裁判所は、行政段階で作られた記録の実体的事項を審査しないだけでな 

く、実体的な決定に至るまでにIRSが用いた行政手続の適法性を審査すること 

（47）Kerrv，CIR．5BTAlO73（1927）；LevineBros．Co．v．CIR，5BTA689（1926）； 

SouthernCal．LoanAss－nv．CIR．4BTA223（1926）；Greenev．CIR，2BTA148 

（1925） 

（48）62TC324（1974） 
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も拒んでいる。Wilbur判事は、EstateofBrimv．Commissioner事件（4g）で、 

この点を強調している。 

「適切な（appropriate）職員が事案の評価に費やす時間・従前の経験・教 

育的背景・弾圧的行動（thorollghness）に関する評判・標準的仕事時間・通 

常の健康状態・部下（subordinates）への依存度・審理機能のおざなり度 

（perfunctory）といった類の事実は、単純には関係がない。租税裁判所は、 

ますます難解となる法律のもと、多くは込み入った事実関係を呈する新規の訴 

状を毎月大量に受け入れており、この性質（理非に基づく新規の審理）から逸 

脱することは司法の経済性と全く相容れない。」 

不足税額決定手続の適切さを裁判所が評価しないことに関するWilbu．ー判事 

の論評の真に重要な点は、個々の事件を考察することで始めて理解されよう。 

これらの事件は、「IRSは、手続規則とマニュアルに示された調査手続に従う 

よう拘束されない」と一様に判示している。 

l Luhring事件 

Luhringv．Glotzbach事件（50）で、原告Luhringは、次のように主張した： 

「IRSは、不足税額通知書を送達する前に30日レターを送達していない。こ 


のことは、手続規則に反して審査請求の機会を奪うものであるから、不足 


税額決定は無効である。手続規則は、行政手続法（APA）第1011条の権限 


のもとで公に刊行されたものであり、法律の力（鈷rceoflaw）を有し強行 


（mandatoⅣ）である。」 

第4巡回区裁判所は次の旨判示した：「手続規則は、IRS長官が、IRSの 

内部業務を統制すべき一般的権限のもとに命ずるものであり、歳入法典執行 

のためのルールを制定する権限を財務長官とその代理人に与えた第7805条に 

基づいて公表されたものではない。したがって、手続規則は、法律の力と効 

（49）70TC15（1978） 


（50）304万一2d560（41hcir．1962） 
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果を有する公式なレギュレーションではない。 

たとえ、手続規則が第7805条のもと財務長官の承認を受けて公表されたと 

仮定した場合と同等の権威を持つものであったとしても、これらの規定は依 

然強行ではなく訓示（directory）である。本裁判所は、手続規則に規定さ 

れている公判前手続（pretrialprocedure）が納税者・政府双方にとって争 

訟の遅延と費用とを回避するために大きな価値を有することを認めるが、手 

続規則はIRSが第6212条に基づき不足税額通知書を送達する権限を縮小する 

ものではない。」（5り 

2 Caceres事件 

最高裁は、UnitedStatesv．Caceres事件（52）において、同じ「訓示vs．強 

行」という区分を採用した。Caceresは、調査官に対する贈賄（bribing）に 

より起訴された。Caceresは、調査の際に当該調査官が送信機を身につけ、 

他の調査官が二人の会話を監視し録音していたことに気付かなかった。マニ 

ュアルは、納税者と調査官との会話を納税者の事前承認（priorautboriza－

tion）なしに電子的に監視すること（electronicmonitoring）を禁じていた 

が、当該調査官は適切な承認を得ていなかった。 

Caceresは公判（trial）において、マニュアルで求められる事前承認をIRS 

が確保していなかった事を理由に、会話録音の証拠排除（suppression）を 

申立てた。地方裁判所はCaceresの申立てを認め、第9巡回区裁判所は一部 

を支持した。しかし、最高裁はこれを破棄し、「テープ録音は、マニュアル 

の規定に違反して得られたものであったとしても、証拠排除の必要はない」 

（51）Luhring事件に続く事件も、「手続規則は（強行でなく）訓示であり法律の力を 

有しない」と判示している：Smithv．US．478F2d398（5山cir．1973）；Rosenberg 

v．cIR450F．2d529（101hcir．1971）；Cataldov．CIR60TC522（1973），afFd， 

499F2d550（2dCir．1974）；Pendolav．CIR，50TC509（1968）；Flynnv．CIR，40 

TC770（1963）；Finelyv．CIR，44TCM（CCH）540（1982） 

（52）440US741（1979） 
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と判示した。 

「当該職員はその所属行政庁が公表した規則に従うよう拘束される」と判 

示してきた長年の判例から離れるにあたって、最高裁は次のように述べてい 

る：「行政庁のレギュレーションを遵守すべきことが憲法又は連邦法で命ぜ 

られる場合には、そのレギュレーションを実施すべき義務は最も明白である。 

IRSは憲法・連邦法いずれによっても、納税者と調査官の会話の記録を合意 

に基づき行うものとする特定のルールを採用すべきことを求められていない 

ので、証拠がこのようなルールに反して入手されたものであったとしても、 

これを排除することを求められない。納税者は、その者がレギュレーション 

に従ったとか、IRSによる違反がその者の行為に何らかの影響を与えたとは 

主張できなかったのであるから、IRSの行為は納税者の適正手続の権利侵害 

（violationofdueprocessright）を構成しない。」このように、最高裁は、 


「本件で問題となているマニュアルの規定は訓示であり強行ではない」と判 


示している（5ユ）。 


最高裁は、また、次のように述べている：「マニュアルにあるような、職 

員の行為を統制するルールを行政庁が公表することは望ましいことだが、こ 

のようなルールに厳格に忠実であることを行政庁に求めることは、行政庁が 

より少数の、より保護的でない（1essprotective）レギュレーションを公表 

することを意味するだろう。マニュアルのようなルールを持つ事と、この記 

録に示された種類の時折起こる行政の撮庇を多めに見ることは、長い目で見 

れば、制定法（statute）で強制されるもの以外に何もルールがないことや、 

ルールを単なる嘆願（precatory）の形で組み立てることよりもはるかに良 

（53）caceres事件に次ぐ事件は、一様に、マニュアルの規定は法律のカと効果を持た 

ないと判示している：USv．Horne，714F2d206（1Stcir．1980）；USv．Will．671 

F2d963（6Lhcir．1982）；Foxmanv．Renison，625F2d429（2ndcir．1980），Cert． 

denied，449US993，rehlgdenied．449US．1119（1981）；EinhornV・I）eWitt．618 

F2d347（5山cir．1980）；Vallonev．CIR，88TC794（1987）；Rilandv．CIR，79TC 

185（1982） 
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い。」（51） 

租税裁判所は、IJuhring事件とCaceres事件での承認を、不足税額決定手 


続を審判の対象としないことの根拠としている。その理由として、IRSの手 


続が強行でないのなら、租税裁判所はそれらを正す権限を有しないという点 


を示唆している（5S）。結果として、租税裁判所は一貫して、IRSによる行政 


上の職庇に対する納税者の不満には日を向けてこなかった。代わりに、行政 


上の決定手続の適正さよりも、IRSが主張する不足税額の実体的な理非の方 


に焦点を当てることを選んできた。 


第2節 いくつかの例外 

しかしながら、租税裁判所は、不足税額決定の行政手続を審判の対象としな 

いという方針（以下、「租税裁判所のno－look方針」という。）に対して、ふ 

たつだけ例外を認めている。 

1 憲法違反行為 

第1は、IRS職員による憲法違反行為（unconstitutionalconduct）が主 


張された場合である（抑。租税裁判所は、このような行為でIRSに利益を与 


えることは、租税裁判所の高潔さ（integrity）が攻撃されることになると 


考えている。租税裁判所がこの例外を最初に認めたのは、Suarez v． 


（54）caceres判決への批判としては、次を参照：B．Schwartz，AdministrativeLaw 

§4・7at165（2”．1ed・1984）；Smolla．TheErosionofthePrinciplethatthe 

GovernmentMustFollowSelf・ImposedRules，52FordhamL．Rev．472at484－86 

（1984） 

（55）例えば、次を参照：Greenbel・gTsExpre8S，Inc．v．CIR，62TC324（1974） 

（56）Rilandv．CIR，SupranOte52（「数名の調査官が、不足税額通知書の送達を遅ら 


せ、関連証拠を破棄し、Rilandの記録を発見するために共謀することによって、 


適正手続の権利を侵害した」とするRilandの主弓長の、租税裁判所による分析であ 


る。） 
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Commissioner事件（57）においてである。 

Suarez事件では、IRSは、「地方の警察官が、納税者の憲法修正第4条の 

権利（forthamendmentrights）に違反した捜査の結果入手した証拠」のみ 

を不足税額決定の基礎とした。租税裁判所は、次の旨判示した：「不足税額 

通知書は憲法上汚された（tainted）証拠のみに基づいているので、IRSの 

決定に通常付される適法性の推定は無効とされる（destroyed）。不足税額を 

維持するためには、納税者ではなく、IRSが、別の汚さ才tていない（untain－

ted）証拠を提出すべき責任を負う。」 

しかし、「憲法違反行為の例外」は、納税者にとってさしたる助力になっ 

ていない。UnitedStatesv．Janis事件（58）で、最高裁は、「違法収集証拠排 

除の法則（theexclusionaryrule）は、州法の執行職員が違法に入手した 

証拠をIRSが民事租税事件で使用することを禁じていない」と判示した。そ 

の後、Guzzettav．Commissioner事件（59）において、租税裁判所は、この 

Janis判決に基づいてSuarez判決を覆した。Guzzetta事件以来、納税者は、 

適法手続違反（60）・憲法修正第1条（firstamendment）違反（6りといった行 

政の違法性を主張して「憲法違反行為の例外」を試みたが、成功していない。 

2 裸の賦課 

第2の例外は、「裸の賦課（nakedasse＄S皿ent）」と呼ばれる。皮肉に 

もこの例外は、Janis事件から発生した。最高裁は、「州法の執行職員が遵 

法に入手した証拠をIRSが民事租税裁判で使用することが憲法上許されない 

のであれば、当該不足税額決定は何ら根拠のない（withoutanyfoundation） 

（57）58TC792（1972） 

（58）428US433．rehrgdenied，429US874（1976） 

（59）78TC173（1982） 

（60）Rilandv．CIR，SuPranOte52 

（61）churchofSeientologyofCalifomiav．CIR，83TC381（1984），Cert・denied，484 

US871，afFd，823F2d1310（9Lhcir．1987） 
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裸の賦課となったであろう」と述べている（62）。最高裁は、Helveringv． 

Taylor事件（侶）を引用 

して、「不足税額の決定が合理的な根拠のない行き過ぎた（excessive）も 

のであれば、それは通常の挙証責任ルールの対象とならない」とした（朗）。 

租税裁判所は「裸の賦課」の例外を、主として、「納税者が麻薬取引・賭 

博行為といった刑法上の違法清野から所得を得ているとIRSが主張し、納税 

者がこれを否定する事件」において用いてきた。これらの事件では、IRSは、 

「納税者が、IRSの主張する所得を生ずる行為（income generating 

activity）に従事していたことの証拠」を提出することなく、不足税額通知 

書の適法性の推定に依拠した（65）。このような場合には租税裁判所は、納税 

者にとって否定的（negative）命題（所得を得ていないこと（nonreceiptof 

income））の立証が困難であることを認め、「納税者が、IRSの主張する 

所得を生ずる行為に従事していたことの証拠」を行政記録の一部としてIRS 

が作成しているかどうかを判断するために、不足税額決定手続を審判の対象 

とするだろう（附。 

「憲法違反行為の例外」と同様に、「裸の賦課の例外」は、納税者にはわ 


ずかの利益にしかなっていない。租税裁判所は、「裸の賦課」事件において、 


不足税額通知書を無効（invalid）と言明することを避けている（67〉。租税 


裁判所がTaylor事件（柑）に基いて認めた救済は、不足税額通知書から適法性 


（62）USv．Janis，428US433，reh，gdenied，429US874（1976） 

（63）293US507（1935） 

（64）Taylor判決で提起された挙証責任の問題については、次を参照：Piper＆Jerge， 

SuPranOte40 

（65）Berkeryv．CIR，91TC179（1988），aff・d．872F2d411（3rdcir．），Cert． 

denied，493US862（1989）；Shriverv．CIR．85TCl（1985）；Dellacrocev．CIR， 

83TC269（1984）；Jacksonv．CIR．73TC394（1979）参照。 

（66）Berkeryv．CIR，SupranOte65 

（67）scarv．cIR，81TC855（1983），reVrd，814F2d1363（9Lhcir．1987）参照。 

（68）Supranote63 
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の推定を取り除き、「納税者が、IRSの主張する所得を生ずる行為に従事し 


ていたことの証拠」を提出すべき責任をIRSに転換することであった（朋）。 


このような救済は、「裸の賦課」事件における特定の状況下では充分と考 


えられる。何故なら、これらの事件では、納税者には特に敵意があり 


（unsympathetic）、IRSにとって、申告されていない所得を把握すること 


が非常に困難であるからである。実際、「裸の賦課の例外」が提起された事 


件では、IRSは、伝聞証拠（hearsay）や情報提供者（informants）の証言 


に基づいて決定を行っている（70）。このような場合に、適法性の推定を取り 


除き証拠提出責任をIRSに転換することは論理的である（7■）。 


しかし、IRSが、「実際の決定を表わさない不足税額通知書」や「不適切 


な行政手続に従ってなされた決定を表わす不足税額通知書」を送達した場合 


には、単に証拠提出責任を転換するだけでは充分な救済とはならない。以下、 


この点を検証する。 

第3節 Scar事件における租税裁判所意見 

租税裁判所が、その裁判権行使の前提としては不足税額通知書の内容を指示 

せず不足税額決定手続を審判の対象としないことは、IRSの行政手続は訓示で 

あり強行ではないと判示しているLuhring事件・Caceres事件と合わせて考え 

れば、不足税額通知書を、それを作り出す行政手続から切り離すこととなる。 

このことは、IRSの行政上の不足税額決定手続を如何なる監視からも効果的に 

覆い隠す。租税裁判所が自らに課した、不足税額通知書の背後に横たわってい 

（69）Dellacrocev．CIR，SuPranOte65 


（70）Id 


（71）「裸の賦課」については、以下を参照：Moraski．ProvingaNegative－When 

theTaxpayerDeniesReceipt，70CornellL．Rev．141（1984）；Gormley＆ 

Porcano．Reconstruct，ionofIncomebytheInternalRevenue Service－Apl・i1 

1999 TAXES 34 
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るものを見ようとしないことの非論理性と不公正な結果は、1983年のScarv． 

Commissioner事件（72）での租税裁判所の判決において最も明らかである。 

原告HowardScar・EthelScar夫妻は、1978年分の不足税額通知書と称す 

る文書をIRSから受鏡した。不足税額通知書は、「IRSは、Scarの1978年分連 

邦所得税96，600ドルの不足税額を決定した」と述べていた。不足税額通知書に 

添付された「様式5278（所得税の変更）」には、「不足税額は、タックスシェ 

ルターNevadaMiningProjectへの投資に関して適用された138，000ドルの損 

失控除に基づくものである」と説明されていた。「別表2」で、IRSは次のよ 

うに述べている： 

「政府の利益を保全するため、そして、あなたのオリジナルの申告書を現時 

点で入手できないため、所得税は最高税率の70％で計算されています。 

税額は、当方がオリジナルの申告書を入手し、又は、あなたが申告書の写し 

を当方に送付された際に、妄汀正されます。」 

ScarはNevadaMiningProjectに投資したことは一度としてなかった。実際 

には、Scarは、1978年分の申告書上、別のタックスシェルターExecutive 

Productions，Inc．への投資に係る損失10，374ドルを控除していた。 

Scarは租税裁判所に適時に訴状を提出して、「①NevadaMiningProjectと 

関わったことは一度もない、②1978年分の申告書上、このベンチャーに関連す 

る何らの費用・損失も控除していない」と主張した。Scarの訴状に対して、 

IRSは、訴状におけるScarの主張を一般的に否認する答弁書を提出した。 

その後、Scarは、「租税裁判所は本件について裁判権を有しない」として、 

事件の却下を申立てた。Scarは、次の旨主張した：「第6212条に従って有効 

な不足税額通知書を送達するためには、IRSは、不足税額通知書の送達に先立 

ち、実際に不足税額を決定しなければならない。IRSは、Scarの1978年の申告 

書を調査していないのであるから、第6212条が求める決定をなし得なかったは 

（72）supranote67 
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ずである。したがって、不足税額通知書は無効であり、租税裁判所の裁判権に 

根拠を与えない。」 

Scarの却下の申立てに関して、IRSは覚書（memorandllm）において、 

「Scarは、①NevadaMiningProjectには関わっていないこと、②1978年分の 

申告書上、同ベンチャーに関連して何らの損失も控除していないこと」を認め 

ていた。にもかかわらず、却下の申立てに係る審問で、IRSは、Executive 

Productions，Inc．への投資に係る控除を否認するよう答弁書の修正許可を申 

立てた。 

Tannenwald判事は審査意見（court－reViewedopinion）（73）で多数意見を 

支持して、「不足税額通知書は、Scarに送達された形で、租税裁判所に裁判 

権を与えるのに充分である」とした。多数意見はその基礎を01senルール（71） 

（有効な不足税額通知書は不足税額と年分のみを記載すればよい。）に置いた。 

租税裁判所は、「Scarに送達された不足税額通知書は、1978年分の不足税額 

は96，600ドルだと記載しており、01senルールの基準を満たしている。したが 

って不足税額通知書は有効である」と結論付けた。 

その理由は、次のように述べられている：「第6211条（a）での不足税額の定 

義と第6212条（a）での不足税額決定への言及は、単に、不足税額通知書が構成 

されるべき方法を指示しているにすぎない。第6212条（a）での決定という語は、 

独自の司法上の重要性を有しない。このように解しないと、“行政上の不足税 

額決定手続を審判の対象としない”という租税裁判所の長年の方針を破るよう 

求めることになる。」 

租税裁判所は、本件について有効な裁判権を有するとした上で、IRSによる、 

適切なタックスシェルターの名称と適切な不足税額に訂正するための答弁書修 

正許可の申立てを認めた。その許可にあたって、租税裁判所は、不意打ち 

（73）租税裁判所の主席判事は、各判事が提出した全ての意見を再審査する。Scar事件 


が裁判所協議において激しく論議されたことは、3つの同意（補足）意見 

（concurringopinion）と4つの反対意見（dissentingopinion）が裏付けている。 


（74）supranote41 
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（prej11dice）があったとは認定しなかった。 

このように、Scarは、1978年分の申告書で適用したタックスシェルターに 

係る控除の妥当性を争うことを強いられた。IRSがScarの申告書を調査せず、 

30日レターを送達せず（審査請求の機会を教示せず）、実際にどのようなもの 

であろうとScarと何ら接触していないにもかかわらずである。さらに、より 

重要なことは、1978年分の除斥期間は経過していたはずだったのに、IRSが自 

分の申告書とは何の関係もない不足税額通知書を送達したことによって、Scar 

はその年分の争訟を強要される事になったという点である（75）。 

第4節 第9巡回区裁判所による破棄 

控訴審において、第9巡回区裁判所は租税裁判所の判決を破棄し、次の旨判 

示した：「不足税額通知書は無効であり、したがって、租税裁判所に裁判権を 

与えるには不充分である。第6212条（a）の決定要件は実体的内容を有し、同様 

に司法上の重要性を音替在的に有する。 

“（不足税額と年分のみを特定した）不足税額通知書の送達それ自体が、要 

求される決定を行ったことを確立する”というIRSの主張は受け入れる事がで 

きない。このように解しないと、決定要件を第6212条（a）から外れて解釈する 

ことになる。」 

何が「決定」を構成するのかに関して、第9巡回区裁判所は、以下の、初期 

の租税不服委員会による「決定」の解釈に基いて、「IRSが特定の納税者に関 

して第6212条（a）の要件を満たす不足税額決定をしたと言うためには、IRSは 

その納税者に関連する情報を考察しなけれがならない」旨判示した。 

（75）scarは、1978年分連邦所得税の申告書を1979年9月3日に提出した。第6501条に 

基づく通常の3年の除斥期間は、1982年9月3日に経過するはずだった。IRSは答 

弁書修正許可の申立書を1983年4月5日になって提出した。つまり、Scarが実際に 

不足税額の内容を知らされたのは、本来の除斥期間が経過した6ケ月以上も後の 

ことであった。 
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（D TerminalWineCo．，事件（76）： 

「決定という用語は、考察・解明・推論・判断を否応無しに内包する。」 

（診 Couzenav．Commis＄ioner事件（77）： 

「制定法は明らかに、納税者に不足税額を通知する前に、したがって、租 

税不服委員会が関わる前に、決定がIRSによってなされなければならない事 

を意図している。このことは、支払われていない租税を徴収する資格が合衆 

国にあることの周到に考察された決定を意味する。不足税額通知書が新規の 

公式な決定の表現以外のものであり、単に潜在的な疑いがあるという悉意的 

な金額の公式の要求であるのならば、委員会は、未解決の問題を決定するた 

めの単なる費用の掛かる裁判所となり、（不足税額決定に）実体的な基礎が 

何もないという主張を立証すべき責任は納税者に課されることになるであろ 

う。」 

反対意見において、Hall判事（元租税裁判所判事）は次のように述べて、 

租税裁判所の判決を擁護した：「多数意見は、租税裁判所の裁判権に不必要に 

大きな障害を作る事によってその土台を崩し、不足税額決定の法的要件に本質 

的内容という厄介を課すことで司法要件を拡大する一方、注意深く磨かれ目的 

に適う現存の司法ルールを捨去るものである。 

租税政策として不足税額決定手続を審判の対象としないというルールは、 

IRSの職務にとっての行政上の必要性に十分な根拠があると思われる。IRSは 

年に何万もの不足税額通知書を管理しなければならない。租税裁判所の裁判権 

が生ずる前に決定の基礎を立証せよとIRSに求めることは、Ⅰ耳S・租税裁判所 

の双方に不当な負担を掛けることになる。」 

Hall判事の懸念に対して、多数意見は、不足税纏決定手続を審判の対象と 

する事なく、「IRSは要求される決定をしなかった」とういう結論に達し得た 

ことを強調した：「IRSがScarの1978年分の租税債務を決定しなかったことは、 

（76）1BTA697（1925） 


（77）11BTAlO40（1928） 
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不足税額通知書に明らかである。同文書は、Scarの申告書を入手できないと 

明白に述べている。」 

Hall判事による、不足税板決定手続を審判の対象としない租税裁判所のル 

ールヘの擁護に対して、多数意見は次のように述べている： 

「本裁判所は、IRSの内部業務とIRSが採用した手続の適切さを裁判所が監 

視することを避けるべきだという点には同意する。しかし、このことは、裁判 

所が不足税額通知書の有効性を判断できないとか、すべきでないという事を意 

味しない。不足税額通知書の有効性は、適用される法律への参照と不足税額通 

知書自体の見直しによってのみ決定され得る。」 

このように、（∋第6212粂（a）の決定要件は実体的内容を持ち、したがって、 

不足税額通知書を送達する最終的で拘束されない権限をIRSに与えない、（∋ 

「IRSは決定にあたって特定の納税者の情報を考察しなければならない、とい 

う明確な所説に係わらず、第9巡回区裁判所は、租税裁判所に対して、裁判権 

を受け入れる前に不足税額決定手続を審判の対象とするよう求めるには至らな 

かった。 

要するに、第9巡回区裁判所の多数意見の立場と反対意見でのHall判事の 

立場は、少なくとも不足税板決定手続を審判の対象としないという租税裁判所 

の方針に関する限りは、実質的には区別できない。 

第5節 Scar事件後の反応 

「“決定”という法律用語は、単なる手続上のものではなく実体的な内容を 

持つ」というScar判決における第9巡回区裁判所の結論は、当初、熱狂的な 

反応を引き起こした。何人かの弁護士（counsel）はこの判決を「IRSの調査 

手続に潜在的に照明を当てるものである」と評した（78）。第9巡回区裁判所の 

（78）Bernsley，CA－9BarsDe且ciencyNoticeBearingNoRelationtoReturn，67 

J・Tax■n264（1987）；Oster，RecentNinthCircuitRulingAffbctsTaxDeficiency 

Procedure．March1988Taxes198 
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Scar判決は、IRSの調査手続と不足税額通知書を結び付け、調査手続を一定の 

監視の対象とする事ができたはずだった。ところが、Scar事件後の事件では、 

納税者は、第9巡回区裁判所の判示事項を広げるよう租税裁判所を説得するこ 

とに成功していない。 

l Campbell事件 

この間題に関するScar事件後初の判決となるCampbellv．Commissioner 

事件（79）において、租税裁判所は、第9巡回区裁判所のScar判決に対する解 

釈を示した。 

原告WilliamCampbell・LindaCampbell夫妻は、不足税額通知書と称 

する9ページの文書をIRSから受領した。1ページ目は、IRSがCampbellの 

1982年分連邦所得税の不足税額100，922ドルを決定したことを通知するもの 

であり、2ページ目は、1ページ目に記載された不足税額の説明であった。 


しかし、3ページ日以降には．、DanDaigle（仮名）という名前の別の納税 


者に係る所得についての調整と説明が記載されており、ここではCampbell 


には言及しておらず、ここで計算されている金額は1ページ目・2ページ目 


で説明されている不足税額と何ら関連を見出せなかった。 


Campbellは、不足税額通知書の無効を訴えて租税裁判所に訴状を提出し 


た。これに対して、IRSは、12ページの文書を添付した答弁書を提出した。 


この添付文書には、所得への調整とその説明が記載されており、これらは、 


Campbellが実際に行ったあるタックスシェルターヘの投資と、Campbell 


に送達されたオリジナルの不足税額通知書の第1ページ目に示された不足税 


額に関するものであった。Campbellはその後、第9巡回区裁判所のScar判 


決を根拠に、裁判権の欠如を理由として却下の申立書を提出した。 


租税裁判所は、オリジナルの不足税額通知書に基づいて裁判権を有すると 


して、却下の申立てを退けた。租税裁判所は、先にScar半り決において示し 


（79）90TCllO（1988） 
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た、「①有効な不足税額通知書には特定の様式は求められない、②IRSは、 

不足税額がどう決定されたのかを説明する必要はない」、という自らの見解 

に忠実であった。租税裁判所は、その理由として、「不足税額通知書に要求 

されるのは、納税者にIRSの不足税額決定を通知し、年分と不足税板とを特 

定する事だけである」という点を挙げた。 

不足税額を決定したと言い得るためには特定の納税者に関する情報を考察 

すべきことを第9巡回区裁判所が求めたことを認めながら、租税裁判所は、 

第9巡回区裁判所の判示事項をScar事件での事実に限定した。Scar事件に 

おける第9巡回区裁判所の判示事項を逆手にとって、租税裁判所は、「不足 

税額通知書がその文面において、決定がなかったと明言していない限りは、 

決定があったという推定が生ずる」として、次のように判示した：「Camp－

bellに送達された文書にはIRSが原告に関する情報を考慮していない事を示 

すものは何もない。要求される決定をIRSが行ったという推定は、IRSの答 

弁書に添付された、Campbellの申告書に対する調整を詳述している12ペー 

ジの文書によって確定する。IRSは、申告書を調査した後に不足税額を決定 

してCampbellに通知した。不足税額通知書が誤った別表を含んでいたこと 

は決定的ではない。いずれにしても、IRSは答弁書に正当な別表を添付する 

ことでこの誤りを正した。」 

「IRSがCampbellに送達した不足税額通知書は、訴状を準備するための 

充分な情報、租税裁判所規則第34条（b）（4）・（5）の訴答要件を遵守するのに 

充分な情報を含んでいない」というCampbellの反論に対して、租税裁判所 

は、「原告の利害に取り組むためには、訴状を修正することが、不足税額通 

知書を無効とするよりも、より適切な方法である」と述べている。しかし、 

これに対する説明は何もしていない。 

Campbellに次ぐ事件では、租税裁判所は、Scar判決を非常に狭い状況下、 

不足税額通知書が文面上、納税者に関連する情報に基づいて決定をしていな 

い事を明らかにしている場合のみに限定しようとしている（60）。 
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2 Pearce事件 

例えば、Pearcev．Commi＄Sioner事件（81）では、租税裁判所は、「納税 

者が申告書を提出し、これをIRSが誤って返還した場合であっても、IRSは、 

有効な不足税額通知書を送達するために納税者の申告書を調査する必要はな 

い」と判示した（＄2）。不足税額決定にあたってのIRSの考慮事項のひとつは 

申告書が提出されているかどうかにあることを示唆している第6211条の不足 

税額の定義に係わらず、租税裁判所は、「申告書が提出されていないという 

誤った認定に基づく不足税額決定は、有効な決定を不可能とするものではな 

い」とした。 

「IRSが決定しなかったとは不足税額通知書上明らかではないので、IRSは 


決定したことの立証を求められない」というのがその理由である。 


（80）Ⅹongv．CIR，60TCM（CCH）696（1990）は、Scar判決後、IRSが決定にあたっ 

て当該納税者の情報を考慮していないことが立証された唯一の事件である。Ⅸong 


に宛てられた不足税額通知書は、全ての面でScarのものと同一であった。租税裁判 


所は、Campbell事件でのScar判決の解釈に従い、「要求される決定がなされていな 


いことは、不足税額通知書の文面上明らかである」と結論付け、実際に決定をした 

ことの立証責任をIRSに課した。裁判所は、「IRSは、決定にあたってKongに関す 


る情報を用いたことを立証できなかった」と判示した。 


（81）95TC250（1990），reV，dpercuriam，No．91－4178（5Lhcir．Oct．11．1991）（LEXIS． 

Fedtaxlibrary，TNT） 

（82）pearce夫妻は1982年分の合算申告書（jointreturn）を提出し、IRSはこれを受領 


した。申告書はその後Pearce夫妻に返還された（その理由は開示されていない。） 


が、IRSは申告書の1ページ目の写しを保管していた。そこにはPearce夫妻の租税 


債務を比較できるだけの充分な情報は含まれていなかった。Pearce夫妻に係るIRS 


の公式記録には、その年分は無申告と記録されていた。Pearce（夫）の死後1978年 


に、IRSは無申告を理由とする決定に基づいて、「譲受者の納税義務通知書」（裁判 


所は、これを不足税額通知書と類似すると認定した。）をPearce（妻・娘）に送達し 


た。「Pearce夫妻が申告書で報告していた事項を考慮できないのであるから、IRS 


は有効な決定をなし得ない」というPearce（妻・娘）の主張に対して、裁判所は、 


「申告書が提出されているいないに係わらず、不足税額は決定できる」という理由 

により、IRSを支持した。 
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3 McGuire事件 

次に、McGuire v．Commissioner事件（33）では、IRSは、指値取引 

（straddletransaction）に係る損失の控除を否認する不足税額通知書を原 

告McGuireに送達した。併せて、IRSは、不足税額通知書において、不足税 

額はMcGⅥ．iでeの過失に基くものであるとして、過少申告加算税の賦課を主 

張した。McGuireは、次の旨主張した：「IRSは不足税額通知書の送達前に 

納税者と何ら接触していないのであるから、Scar判決に基づき、少なくと 

も過少申告加算税に関しては、不足税板通知書は無効である。IRSは、納税 

者と個人的に接触することなく、加算税が正当かどうかを有効に決定できた 

はずがない。こうした接触がなければ、納税者が当該控除を適用した動機を 

判断することは不可能である。」 

粗税裁判所はMcGuireの主張を退け、次のように述べた：「附帯税を適用 

することを被告が決定したことは不足税額通知書に明らかである。被告が関 

連情報の全てを有していたわけではないという事実は、被告が、どれ程正し 

く又はどれ程誤りであろうとも決定を行ったという事実を隠すものではない。 

これが、第6212条が要求することの全てである。 

“租税債務が決定されるためには、納税者と調査官の間に個人的な接触が 

なければならない”とする原告の主張については、当裁判所はこれを拒否す 

る。」 

4 Finkelman事件 

Finkelmanv．Commissioner事件（g4）では、IRSは、パートナーシップ 

に係る損失を否認する不足税額通知書を原告Finkelmanに送達した。IRSは 

控除の否認について、不足税額通知書に、単にFinkelmanに控除の資格が 

（83）60TCM（CCH）1346（1990） 

（84）56TCM（CCH）1269（1989），afPd1991US．App．LEXJS15，392（9止cir．July 

lO，1991） 
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ないという事のみを記載し、否認の根拠の詳細を提供しなかった。 

「争訟を準備するための適切な根拠を不足税額通知書が与えていない」と 

いうFinkelmanの主張に対して、租税裁判所は、「控除否認についてのIRS 

の説明が簡潔であったとしても、納税者に決定を伝えるには充分である」と 

判示した。租税裁判所は、第9巡回区裁判所のScar判決を引用して、「本件 

はScar事件のような、IRSの決定が決定とは考えられない状況とは異なる」 

という点を強調している。 

5 Bokum事件 

最後に、Bokumv．Commissioner事件（85）では、原告Bok11mは、パート 

ナーシップに係る損失の控除を全額否認する不足税額通知書を受領した。不 

足税額通知書は単に、「1971年分（問題の年分）で適用される損失控除はな 

い」とだけ述べていた。不足税額通知書が送達された時点では、対象となる 

パートナーシップの調査は終了しておらず、IRSは、予備の内部覚書 

（pl・eliminaryinternalmemorandum）で、当該パートナーシップの損失 

の75％を否認する見込みであるとしていた。1975年1月、Bokumが問題の 

年分の申告書を提出してほぼ3年後に、IRSは、「調査の間に生ずる疑問や 

問題を適切に考察するのに必要な時間を確保するために」として、第6501条 

に基づき賦課の除斥期間延長に合意するようBokumに求めた。Bokumはこ 

れを拒否し、IRSは1975年4月10日、1971年分の除斥期間が経過するわずか 

5日前に不足税額通知書を送達した。Bokumが除斥期間の延長を拒み、当 

該パートナーシップの調査が終了していなかったので、IRSは、「政府の利 

益を最適に保全するために」として、当該パートナーシップに係る損失の全 

額を否認した。 

不足税額通知書の送達から1週間後、BokumはIRSにレターを書いてい 

る。関連部分は次のとおりである： 

（85）58TCM（CCH）1183（1990） 
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「4月上旬にMr．Johnsonから除斥期間の権利を放棄せよという電話 

がありました。IRSはSpecialQuinta1971Dri1ingVentureの調査をまだ 

終了させていなかったからです。私はこの期間延長の申入れを拒否しまし 

た。あなたの部門には、この調査に着手して完了させるまでに3年の時間 

があったからです。 

不足税額レターによれば、あなたは、SpecialQuinta1971Driling 

Ventureの調査に基づき、1971年分には如何なる損失も適用されないと決 

定しました。私のあなたへの質問は、調査が完了していないのなら、どの 

ようにこの決定が行われたのかという事です。これは、この国の人々がう 

んざりしている権力の音監用です。」 

上記レターにおけるBokumのコメントは、租税裁判所での主弓長の基礎を 

成している。Bokumは、「問題のパートナーシップの調査を完了していない 

のであれば、IRSは決定をしたはずがないのであるから、不足税額通知書は 

Scar半り決に基づき無効である」と主張した。租税裁判所は、「不足税額通知 

書は、租税裁判所に裁判権を与えるためには有効である」と判示して、 

Bokumの主張を退けた：「不足税額通知書の有効性に関する重要な事実は、 

IRSの調査官が納税者の申告書を調査し、実際に申告書で適用された損失を 

否認する不足税額通知書を納税者に送達したのかという点である。Boknm 

に送達された不足税額通知書は、第6212条の有効な不足税額通知書の要件の 

全てを満たしている。」租税裁判所は、「IRSは、調査を完了せずに有効な決 

定をなし得ない」というBokumの主張に直接は答えていない。 

以上を要するに、Scar後の租税裁判所の事件は、IRSが不足税額通知書で 


「決定をしていない」と述べない限りは、IRSは不足税額を賦課するために、 


①納税者の申告書を調査する必要がなく、②納税者と何ら接触する必要がな 


く、③その決定の根拠を納税者に説明する必要がなく、そして④一旦着手し 


た調査を完了させる必要もないことを示している。 
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6 Clapp事件 

一方、第9巡回区裁判所もScar判決から後退し、租税裁判所に歩み寄っ 

た。 

第9巡回区裁判所はClappv．Co皿missioner事件（苫6）で、租税裁判所が 

Campbell事件で示したScar判決の解釈を採用した：「さらに、租税裁判所 

が指摘してきたように、Scar判決は、不足税額通知書に記載された決定が 

納税者の申告書を基礎になされたということをIRSが積極的に立証すべきこ 

とも要求していない。不足税額通知書がその文面において、IRSが決定をし 

ていない事を明らかにしている場合に限り、IRSは実際に決定をしたことの 

立証を求められる。」 

ここでの第9巡回区裁判所はScar判決から後退し、代わりに、租税裁判 

所が不足税額決定手続を審判の対象としないことの適切さを再確認している。 

第9巡回区裁判所は、原状へ戻ることの弁明として次のように述べている： 

「IRSの決定に対してより大きな実体的審理を求める控訴人の主張は、不 

足税額通知書の性質を誤っている。不足税額通知書は納税者にとって最終的 

債務とはならない。納税者が租税裁判所に訴状を提出すれば、支払前に債務 

に対する判断が下される。不足税頗通知書は単に納税者を租税裁判所に招き 

入れるだけである。租税裁判所の目的は、理非に基づく審理を通じて不足税 

額を再決定することにある。租税裁判所は新規の審理を行う。不足税額通知 

書の送達は、多くの点で民事事件における訴状の提出と類似する。 

裁判権の決定だけを目的として行う、IRSの入り口の決定についての過度 

に詳細な実体的審理は重複であり、租税裁判所とIRSの重荷となる。」 

（86）875F2d1396（91hcir．1989） 



372   

第6章 粗税裁判所のno－look方針がもたらす 
問題点と解決への提言 

Ferrariは、Clapp判決に対する評価を以下のように総括した上で、租税裁 

判所のno－look方針が納税者にもたらす問題点を指摘し、その解決策を提言し 

ている。 

第1節 Clapp判決への評価 

租税裁判所と第9巡回区裁判所は、第9巡回区裁判所がScar事件で開いた 

納税者の権利を拡大する可能性を直ちに閉ざしてしまった。租税裁判所の 

Campbell判決と第9巡回区裁判所のClapp判決で作られた、「不足税額通知 

書にそうでないと書かない限り、IRSは決定をしたという推定」は事実上覆せ 

ない。Scar半U決の辛が及ぶのを避けるためにIRSがすべきことは、不足税額通 

知書に、Scar事件でのものに類する文言を使わないことである。実際、Scar 

事件後のマニュアル改正において、IRSは、不足税額通知書に「納税者の申告 

書が手に入らない」とは書かないよう指示している（g7）。 

第9巡回区裁判所は、租税裁判所のno－loo立方針を擁護し、不確かな前提を 

置いて、Scar事件とその後の事件で示された行政手続のねじれた現実を無視 

した。実際、不足税額通知書は最終的な租税債務にはならないし、単に納税者 

を租税裁判所に招き入れるだけである。確かに、不足税額通知書の送達は民事 

事件での訴状の提出と同じである。そして、租税裁判所にとって、IRSの決定 

について過度に詳細な実体的審理を行うことは、明らかに重複であり、時間の 

無駄である。しかし、Clapp判決での第9巡回区裁判所による不足税額通知書 

についての記述は、不足税額通知書が、手続規則とマニュアルに定められた適 

切な行政事続に従ってIRSが行った有効で合理的な決定に基づいて発行された 

（87）IRM4464．3（Dec．2．1988） 
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ことを前提としていると思われる。さらに、第9巡回区裁判所は、全ての納税 

者が租税裁判所において自らの権利を追求する素養と財力（g去）があることを前 

提としていると思われる。 

Clapp事件では、第9巡回区裁判所は、ScarBこ何が起きたかを、そしてScar 

を裁判所に引きずり出した誤った行政手続が全ての納税者に与える広範な影響 

を無視している。実際、Scarは裁判所に招き入れられた。民事事件の有効な 

訴状とは似つかない不足税額通知書を基に。Scar事件では、不足税額通知書 

は除斥期間の経過を避けるためにのみ送達された。そして、Scarには、IRSが 

それ自身のルールで従うべきものとしている行政手続は何も与えられなかった。 

租税裁判所によるScarに対する問題の年分の租税債務決定は、新規であって 

も重複ではなかった。事実、IRSが実際にScarの申告書を見たのは、その時が 

最初だった。 

Scar事件の事実は著しく正義に反するため、第9巡回区裁判所は、結果と 

して、不足税額通知書が司法目的にとって不充分であると宣言することを事実 

上強いられることになった。しかし、Scar後の事件は、より巧妙にいろいろ 

なやり方で、租税裁判所と第9巡回区裁判所が無視することを選んだもの－不 

足税額通知書の裏にいる、政府の利益を守るという高尚な口実の下に納税者の 

手続上の権利をおろそかにしている事を見えなくして、刊行されている自身の 

ルールに便宜を理由に違反して業務を続ける行政庁－を示し続けた。不足税額 

通知書の背後を審判の対象としないという方針に忠実であることによって、租 

税裁判所は、現在は第9巡回区裁判所に支持されているように、盲目的に納税 

者の権利をおろそかにして、IRSを有利に扱い、納税者のこうした権利を危う 

くし続けている。 

（88）米国では、訴訟維持のコストは、しばしば不足税額本体を大きく上回ると言われ 


る（Davis，in色・anOte92）。 
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第2節 問題点 

租税裁判所が、納税者に一定の公正な行政手続が与えられることを保証する 

ことを目的としては不足税頗通知書の背後を審判の対象としないとしているこ 

とは、納税者に深刻な問題をもたらす。 

1 調査手続 

第1の問題は、調査手続そのものの本質と誠実性である。不足税額決定手 


続に納税者が係わることを保証する手続規則とマニュアルに定められた詳細 


な手続に係わらず、租税裁判所がこれらの手続をIRSに強制しないことは、 


IRSによる一方的な手続を助長する。IRSは、どのようなものにせよ、納税 


者と何ら接触せずに不足税額を決定できることになる。 


一方的な不足税額決定プロセスが許されるのであれば、何故、わざわざ2 


段階の調査・審査請求プロセスを手続規則とマニュアルで詳細に定める必要 


があるのか。このような費用の掛かる行政手続を止めて、IRSに対して、よ 


り洗練された情報収集システムとコンピューター分析能力を与えて、 


Sterrett判事がScar半り決の反対意見で述べたように、統計的な可能性や疑い 


に基づいて不足税額通知書を送達することを認めることで充分である。 


Sterrett判事の提案は次のとおりである： 


「多数意見に従えば、不足税額通知書が第6211条・第6212条の意味にお 

いて有効とされるためには、次のような内容で充分である： 

納税者各位 


拝啓 


あなたが1980年中にAmalgamatedHairpinPartnershipに参加してい 

たという噂があります。私達は、業務多忙のため、噂の真偽を調査により 

確かめることも、あなたが1980年分の申告書を提出したのかどうかも確認 

できません。しかしながら、私達は、あなたの1980年分の除斥期間が経過 
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することを危倶しています。 

経験に基づけば、通常、納税者は、Amalgamatedに類するパートナー 


シップヘの投資から生ずる損失10，000ドル程度を平均的に過剰に控除する 


傾向があります。さらに、経験によれば、このようなパートナーシップへ 


の平均的投資家は、相当額の課税所得を有し、したがって最高税率が適用 


されています。 


以上により、1980年分としてあなたが支払うべき不足税額（従前に支払 


った金額があるのであれば、それに加えて）7，000ドルがあることをお知 


らせします。 


敬具 


IRS長官」 

調査の目的が、適切な自己賦課を奨励し、制度への公衆の信頼を醸成し、 


不必要な争訟を避けて司法の経済性を促進することにあるのであれば（緋、 


IRSが手続に忠実であることが保証されなければならない。租税裁判所が不 


（89）IRSは、納税者に対するその任務を、次のように記述している（Rev，Proc．64－22． 

1964Tl（partl）689．reprintedin1990－1C．B．ii．）。 

「IRSの目標は次の通りである： 

（∋ 適正額の租税歳入を最少の費用で徴収すること 

② 成果broducts）とサービスの質を常時改善することで公衆に奉仕すること 

③ 誠実（integrity）・効率・公正に対する公衆からの高度の信頼を保証する方法 

で業務を行うこと」 

IRSは、また、不服部門の任務を次のように記述している： 

「不服審査の任務は、争訟に至ることなく、納税者・政府の双方にとっての公正・ 

不偏（impartial）に基き、自主的なコンプライアンスとIRSの誠実・効率に対する公 

衆からの信頼を促進する方法によって、租税の争いを解決することにある（IRM 

8131（2））」。 

IRSによる上記の言明は、明示的でないにせよく 納税者・政府双方にとっての、 

健全な行政実務の価値を認識していることを示唆している。しかし、このような方 

針の公告（pronouncements）は、IRSがその手続に従うことを保証するものが何 

も無いのであれば、実際上無意味である（なお、IRSのミッション・ステイトメン 

トは、IRS改革法の規定（第1002条）を受けて、納税者サービスに重点を置くもの 

に改定された）。 
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足税額決定手続を審判の対象としないことは、IRSに対して、不足税額決定 


の質を改善するためのインセンティブを何も与えない。 


2 除斥期間 

第2の問題は、不足税額通知書と賦課の除斥期間との関係である。手続規 

則とマニュアルは、調査官に対して除斥期間の経過を防止するよう注意を促 

し、除斥期間の経過が切迫しており調査が完了していないときには、納税 

者に対して除斥期間延長への同意を求めるよう指示している（財務省規則 

§601．105（H）（佃。こうした同意は自主的になされなければならないとされ 

ているが、納税者が延長への同意を拒んだ場合には、「政府の利益を保全す 

るために」、調査を一旦中止して不足税額通知書を送達するよう指示してい 

る。 

除斥期間延長への同意を求められた納税者は、選択の余地のない選択 

（Hobson，sChoice）を迫られる。租税債務を3年以内に決着させる権利を 

放棄するか、不完全な調査の反映であり納税者を（時間と費用の掛かる）租 

税裁判所へ送り込む不足税額通知書を受領するかである。 

不足税額の決定手続を審判の対象としないことで、租税裁判所は、IRSが 

「政府の利益を保全するために」として行う、調査完了前における不足税額 

通知書の送達を教唆し続ける。このように、IRSは、調査機能を潜在的に租 

税裁判所に転換することができる。このことは、既に膨大な未処理事案を抱 

えている租税裁判所にとって時間の無駄である。また、このことは、事実上、 

民事租税における除斥期間を無意味にさせる。 

この結果は、連邦所得税制度における除斥期間の重要性の観点から見ると 

異常である。最高裁は除斥期間の重要性をRothensiesv．ElectricStorage 

BatteryCo．事件（”）で述べている： 

（90）マニュアルにも、除斥期間経過についての事前注意（precaution）に関する規定 

が置かれている（IRM4461．8・4533・4532・4531．1） 


（91）329US296（1946） 
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「最終的な決着の日が到来せず、納税者・政府の双方に対して、証憑を作 


成し、ある出来事を立証し、価値を立証し、争いとなる全ての詳細を思い起 


こさせるためにいつまでも準備が整った状態でいるよう求めるような所得税 


制度を持つことは、ほとんど耐えられないものであろう。少なくとも、議会 


は、そのようなことは分別のないことだと考えている。除斥期間は、所得税 


政策の実務行政と公正にとって不可欠の要素である。」 


Scarに送達された不足税額通知書が有効であり除斥期間を延長するのに 


充分であると結論するにあたって、租税裁判所は、「政府の利益を保全する 


ために」として行われた貧弱な行政に味方して、公正にとって必須のこの要 


素を歳入法典から取り除いた。その帳尻は、納税者の利益に大きく反し、政 


府に味方するものである。さらに、租税裁判所が不足税額決定手続を審判の 


対象としないことは、IRSが調査の適時性を改善することにも何のインセン 


ティブも与えない。 


第3節 解決への提言 

Davisが指摘しているように（92）、行政手続改善のための主要な武器は、司 

法が行政に対して、裁判所が要求する手続要件に従うように絶え間なく圧力を 

加える制度である。租税裁判所のno－look方針は、「正当な司法手続」が「喉 

庇のある行政手続」を矯正する機会を生じさせないように、「環庇のある行政 

手続」を「正当な司法手続」と合体させることでこうした圧力を取り除いてし 

まっている。上述の問題に対する解決は、このような観点から図られなければ 

ならない。 

1 第7522条の強行化 

第1に、不足税額通知書は、最終的には、手続上の文書としてだけではな 

（92）KDavis，AdministrativeLaw§12：13at459（2nded．1979） 
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く、実体的な文書、それを生み出した行政手続の適切さを反映すべき文書と 

して認識されなければならない。不足税額通知書の手続上の機能は歳入法典 

に全て記載されている。不足税額通知書の実体的機能を制定法に規定すべき 

である。 

議会は1988年に、この方向への小さな一歩を踏み出した。議会は、第7522 

条（a）を納税者権利憲章の一部として施行した。同条は、「IRSは、不足税 

額通知書上の不足税額について、その基礎を記載しなければならない」とし 

ている。しかし、同条はさらに、「不適切な記載は不足税額通知書を無効と 

はしない」と規定している。このように、議会は、ひとつめの文章で納税者 

の明らかに重要な権利を拡大しながら、次の文章でその権利を奪い取ってい 

る。不適切な記載に対する法定の救済がないので、第7522条は、マニュアル 

に既に規定されている手続にIRSが忠実であるよう求めるに過ぎないものに 

なっている。マニュアルの手続が訓示であり強行でないのであれば、第7522 

条の要求事項は無意味である。 

議会が真に納税者の権利を拡大しようとするのであれば、第7522条に強制 

力を与えるよう改正する必要がある（93〉。APA第554条（b）は、不足税額通知 

書の記載内容について議会が従うのにふさわしいモデルを与えてくれる（錮）。 

同条は、「行政庁による聴聞の対象とされる者は、主張されている事実と法 

（93）1991年11月13日、下院歳入委員会監視小委員会は、新納税者権利憲章への勧告案 

を承認した。第7522条の改正案は、不足税額総額の基礎となる個々の調整について 

構成要素と説明とを求めるものであるが、不適切な説明への制裁は考えられていな 

い。こうした制裁がなければ、第7522粂は単なる嘆願に止まり、無意味である（同 

案は施行に至らなかった）。 

（94）行政手続法（APA）は、行政庁が公式の裁定を行った場合に影響を受ける個人の 

適正手続の権利を保護することを目的としているが、当該問題がその後裁判所にお 

いて法律と事実について新規の考察の対象となる場合には適用されない。不足税額 

決定は、粗税裁判所における新規の審理に基く再決定の対象とされるため、IRSの 

調査手続は、その全体が行政庁による非公式の行為とされ、APAは適用されない。 
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律の問題について通知されなければならない」としている（95）。これは、ま 

さにマニュアルが現在指示していることである。議会が第7522条に加えるべ 

きことは、「記載内容要件に従っていない不足税額通知書を無効とする」と 

いうことである（96）。 

2 調査手続の法定化 

第2に、議会は、Scar事件の第9巡回区裁判所が判示したように、第 


6212条の決定要件が実体的内容を持つことを保証しなければならない。不足 


税額通知書がAPA第554条（b）の要件（g7）を全て満たして表面上有効であって 

も、手続規則とマニュアルに規定されている調査手続にIRSが従っていなけ 

れば、不足税額通知書は実体的な決定を反映したことにはならない。議会は 

Caceres事件で最高裁が無視したもの 一行政庁が、行政庁に対処する者を 


保護するために公表した手続に従うことを求めている行政法の説得的な先例 


の存在－ を認識しなければならない。 


再び、議会は、納税者権利憲章の一部としてTechnicalandMiscellane－


（95）APA554条（b）の関連部分は次のとおりである：「行政機関の聴聞の対象とされる 


者は、（∋聴聞の時間・場所・性質、②聴聞が開かれる法的根拠と裁判権、及び③主 


張されている事実事項と法律事項を適時に通知されなければならない。」 


（96）上院議員DavidPryor（D－Ark）は、1992年に、「適切な説明を提供しない不足税額 


通知書を無効とする。また、IRSが納税者の申告書を調査していないときも、同様 


に不足税額通知書を無効とする」旨の法案を提出したが、これも施行には至らなか 

った。 

なお、第7522粂違反を理由として挙証責任の転換を求める申立てが何件かの訴訟 

でなされているが、租税裁判所は、「不足税額通知書の記載は、要件を充分に満た 

している」として、いずれも納税者の申立てを退けている（例えば、以下を参照： 

DharmaEnterprisesv．CIR，CCHDec．52，283（M）；McGeev．CIR，CCHDec． 

52．040（M）；CCHDec．52．139（M））。Ferral・iの提言を有効性あるものとするた 

めには、記載すべき事項を制定法で、より詳細に指示する必要があると思われる。 

（97）supranote95 
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0uSRevenueAct，第6227条（9日）を施行することで、この認識に向けて小さな 

一歩を踏み出している。同条は、IRSが、納税者の権利と調査時におけるIRS 

の義務を専門用語を用いずに簡潔に記載した文書を用意して配布することを 

求めている。同条は、また、IRSが納税者に不利な判断をした場合に、これ 

を争うための手続を納税者に説明すべきことをIRSに求めている（99）。しかし、 

Luhring事件とCaceres事件による承認と不足税額決定手続を審判の対象と 

しない租税裁判所の方針とを理由として、IRSが手続規則とマニュアルに規 

定されている手続に従わないのであれば、議会（第6227条）が要求した文書 

は、そこに書かれていることの価値はない。 

議会は、IRSの調査手続を手続規則とマニュアルに規定されている内容で 

制定法とすべきである。IRSの行政手続に法律の力を与えることで、納税者 

に行政上の権利が与えられることが保証される。これにより租税裁判所は、 

その裁判権の範囲内の事項として、IRSが手続に従っているかどうかを適法 

に審判の対象とする事ができる。 

（98）「納税者の権利の開示」と称される第6227条は、歳入法典には編入されていない。 

（99）これを受けて、IRSが作成・配布しているのが「YourRightsasaTaxpayer 

（Publicationl）」である（最終改正1998年12月）。 
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第7章IRSにおいて挙証責任を負うべき 
「新たな事項」の司法解釈（補足） 

租税裁判所における不足税額訴訟では、通常、納税者が、IRSの決定が誤り 

又は悪意的であることを立証すべき責任を負う（租税裁判所規則第142粂（a）） 

ことは上述した（100〉。しかし、答弁書において提示する「新たな事項（new 

matters）」については、IRSに挙証責任が課される（tOり。「新たな事項」とは、 

一義的には、不足税額通知書に記載されなかった新たな理由を言う。 

「新たな事項」についての挙証責任をIRSに課すことは、不足税額決定に適 

法性の推定が伴うことの論理的な帰結と言えよう（■02）。しかし、以下に見る 

ように、租税裁判所の「新たな事項」の認定基準に従えば、IRSは、事実上、 

不足税額通知書において決定理由を開示すべきことを求められない。 

Ferrariは、「新たな事項」には特に言及していないが、多くの論者が、「新 

たな事項」の観点から問題提起をしている（103）。以下では、この観点から、 

（100）第3章第2節参照 

（101）この他、IRSは、次の場合に挙証責任を負う（租税裁判所規則第142条（a）～（d））。 

①「詐欺（Fraud）」、「基金管理者（FoundationManagers）・受託者（Trustees）・ 


非課税団体の管理者（ExemptOrganizationManagers）の義務」、「譲受者（Tr－


ansferee）の納税義務」又は「留保金課税（AccumulatedEarningsTax）」に関 


する事件 

② 答弁書で申し立てる「不足額の増額（IncreasesinDeficiency）」又は「積極的 


抗弁（AffirmativeDefenses）」 


（診 制定法又は租税裁判所が要求する場合 


これらの概要は、次を参照：Crimm，SupranOte40．また、これらのうち「詐 

欺」に係る挙証責任については、以下を参照：Balter，SupranOte39，［10．04； 

佐藤英明『脱税と制裁』第2章第3節4（平成4年） 

（102）DubrofEsupranote40at331 

（103）例えば、以下を参照：Gassenheimer，TheDilemmaofDeficientDeficiency 

Not，ice，Feb．1995TAXES83；Pies．RenectionsontheburdenofproofintheTax 

Court：Section482Cases andBeyond．AugustlO，1992TaxNotes777； 

Lederman，SupranOte9；DubrofEsupranote40at330～334 
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Ferrariの議論を若干補足する（】01）。 

情報不足の不足税額通知書に対する納税者の不満は、半世紀以上に渡るもの 

である（川5） 。これに対する租税裁判所の回答の一部は上述した（川6）。即ち、不 

足税額通知書に必須なのは、年分と税額の特定のみである（01senルール）（107） 

これに追討ちをかけているのが、租税裁判所の「新たな事項」の認定基準で 

ある。 

「新たな事項」についての挙証責任をIRSが負うことは、当初に不足税額通 

知書で充分に理由開示をしておけば、IRSはそれらに係る事実についての挙証 

責任を負うことの困難を回避できることを意味するから、このルールは、IRS 

にとっても有益な目的に適うものであるはずである（tO8〉。 

ところが、租税裁判所は、当初理由が一般的（general）・包括的（broad） 

で漠然（vague）として 

ないことから、IRSにとって、当初に充分な理由開示をするインセンティブは 

無くなっている。 

即ち、租税裁判所は、「当初決定を明確化し発展させる新しい立場（new 

position）は“新たな事項”にはあたらない」と判示し（109）、①不足税額通知 

書に示唆（i皿Plicit）されている立場と相容れない（inconsistent）理由 

（theory）（1■0）又は②異なる証拠（diffbrentevidence）の提出が求めらる理由 

（104）「新たな事項」に係る挙証責任については、Idの他、以下を参照：Piper＆Jerge， 

SupranOte39；岡村忠生「内国歳入法典四八二条の適用における通知と証明責任」 

法学論叢24巻5・6号（平成元年）184 

（105）詳細は、次を参照：DubrofEsupranote40at219～231 

（106）第4章 

（107）supranote41 

（108）Lederman，SupranOte9 

（109）Achirov．CIR，77TC881；Stewartv．CIR，714F2d977（9thcir．1983） 

（110）例えば、以下を参照‥Sorinv・CIR，29TC959（1958），afFdpercuriam，271F2d 

741（2nrCir・1961）；Abatti，SupranOte44 
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を川1）「新たな事項」と認定している。②の「異なる証拠」が、現在、租税裁 

判所の「新たな事項」の認定基準とされている（112）。 

「異なる証拠」に焦点を当てることは一見適切に見えるが、そもそも、当初 

理由が充分に包括的（broadenougb）（tt3）であれば、後出しの理由は全て当初 

理由に包含されてしまうから、後出しの理由が「異なる証拠」を要求すること 

にはならないだろう（＝）。この点は、①についても同様である（したがって、 

①と②に実質的な差異はないと言えよう（115））。 

例えば、決定理由として、「上記金額は、歳入法典の諸規定に基づき、その 

全額が通常所得（ordinaryincome）に対する税率により課税されます」（‖6）と 

記載すれば、通常は、後でどんな理由を出そうとも、同一年分に関しては、そ 

れらが、こうした当初理由と矛盾することにも、異なる証拠が要求されること 

にもならないだろう。したがって、租税裁判所の「異なる証拠」基準は、不足 

税額通知書に何も理由を記載しないことを容認するのと、実質的に変わりがな 

いといえよう。 

IRSは、当初に具体的な理由を開示しないことで、自ら挙証責任を負うこと 

なく（■17）、自由に訴訟を運営することができる。このように、租税裁判所の 

（111）例えば、以下を参照：Achiro，SuPranOtelO8；SundstrandCorp．v．CIR，96TC 

226（1991）；WayneBoltandNutCompanyv．CIR93TC500（1989）；Estate of 

Emer80nV．CIR，67TC612（1977） 

（112）pies，SupranOtelO3at778 

（113）Abatti．supranote44参照 


（114）Gassenheimer．supranotelO3at86 

（115）pies．supranotelO3at784 

（116）Sorin，SupranOtellO 

（117）IRS改革法による新ルールのもとでも、IRSにとって、自ら挙証責任を負うこと 


になる可能性のある事実を納税者に早期に開示するインセンティブはないといえよ 


う（Lederman，SuPranOte9at381）。 

しかも、IRSは、当然に、先ず転換要件を満たしていることの立証を納税者に求 


めるだろう（supranotel，12）。 
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「新たな事項」の認定基準は、01senルール（‖8）と同様の問題を卒んでいる。 

「新たな事項」の観点から納税者の権利保護を論じている論者は、その解決 

策として、Ferrariと同じく、第7522条の強行規定化（＝幻を主張しているが、 

その違反に対する救済としては、「IRSへの挙証責任の転換」を提言している 

ものが多い什紬）。しかし、これは、Ferrariが指摘したように、IRSに行政手続 

改善のインセンティブを与えないという点で、充分な救済とは言えないであろ 

う。 

（118）supranote41 

（119）第6章第3節1 

（120）例えば、以下を参照：Gassenheimer．supranotelO3；Lederman，SupranOte9 
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終わりに 

納税者擁護官（TaxpayerAdvocate）は、納税者権利憲章2（1996年）によ 

り、納税者オンブズマン（TaxpayerOmbudsman）から移行する形で創設さ 

れた。歳入法典の執行方法の結果により、納税者が「著しい困難（由gni丘cant 

bardsllip）」を被った（又は、被ろうとしている）場合には、納税者擁護官 

は、当該納税者の請求に基づき、納税者救済命令（Taxpayer－sAssistance 

Order：TAO）を発行することができる。TAOは、IRSが当該納税者に関して 

何も行動を起こさないよう要求することができるものである（■21）。 

IRS改革法実は、納税者の権利保護拡充の観点から、上記の「著しい困難」 

が認定される場合の要件を拡大し、そのひとつとして、「マニュアルを含む刊 

行された指針（publishedguideline）にIRSが従っていたかどうか」を掲げ 

ていた。 

この点に関する財務長官代理（租税政策）（ActingSecretaryforTax 

Policy）DonaldC．Lubickの下院公聴会での証言は次のとおりである（L22）： 

「しかし、とりわけ第1番目の要件は削除すべきである。IRS職員が適切に行 

動したかどうかは、納税者が被ったと主張する困難の程度や重要性とは無関係 

であるにもかかわらず、IRS職員が適切に行動したかどうかを決定するために 

租税実体法（thesubstantivetaxlaw）を解釈するよう納税者擁護官に求める 

ものである。さらに、マニュアルヘの参照を含めることは不適切であり、裁判 

所の一貫した判示事項に反して、議会の意図による解釈によりマニュアルを拘 

束力のある法的権威（bindi甲1egalauthority）の地位に高めるものと見られ 

かねない。」 

（121）制度の概要は、次を参照：Manning＆Windishsupranotelat87 

（122）HearingontheRecommendationoftheNationalCommitteeonRestructuring 

theIRSonTaxpayerProtectionandRight，Testimonybe血reSubcommitteeon 

OversightoftheHouseCommitteeonWaysandMeans（Sept26，1997） 
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ここでの「裁判所の一貫した判示事項」とは、これまでに検証した租税裁判 

所のno－look方針を指すと考えられる。 

結果として、「マニュアルを含む刊行された指針にIRSが従っていたかどう 

か」の問題は、成立したIRS改革法では、「TAOを発行するかどうかを判断す 

るにあたって、納税者擁護官は、当該問題を納税者に最も有利に解釈する」も 

のとされ（IRS改革法第1102条）、ストレートに「著しい困難」と認定される 

要件からは外された。 

しかし、納税者の権利保護の見地からみた主要な問題は、これまでの議論が 

示すように、まさしくこの点、「IRS職員が（刊行された指針に従って）適切 

に行動したかどうかが、一切の法的監視の対象とされていないこと」にある。 

結果として、議会は、IRS改革法でもこの批判には応えなかったと言えよう 

（納税者擁護官は、一定の報告を年1回直接議会に対して行うこととされてい 

るが、IRS長官直属とはいえ飽くまでIRS内部のポストであり、司法による監 

視ではない。しかし、それでも確実に前進であったと思われる）。 

日本では、「米国は、納税者権利保護に関する先進国である」という漠然と 

した認識があると思われるが、米国における納税者権利保護の実態の一端は、 

以上に示したとおりである佃）。 

（123）最後に、IRSの職員について次の様な指摘もあることを紹介しておく： 

「アメリカでは、納税意識も高いが、節税意識も高い。結構いいかげんでも、や 

ってみようと言って控除をとったりする。IRSの調査官もこれに対応しなければな 

らない。調査官もよくわかっている優秀な人ならよいが、若くて経験も少ない人も 

多く、100万人近くいる弁護士や30万人もいる会計士達と対等にやっていくのは大 

変だ。アメリカの新聞を読んでいても（日本とは正反対で）いつもこの場合、税務 

調査官が悪いように書いてあるが、私はこれを割り引いて読むことにしている。… 

税務調査官はいつも危険に直面しながら働いている。もちろん紳士的に対応してい 

る納税者に対して、何という対応だ、と思うこともあるが、彼らのことを考えると 

多少は割り引いてあげるべきだ。アメリカでは、彼らに対して好意を寄せてくれる 

人は少ないし、相手はピストルを持っているかもしれないのだ。」中田謙司『大人 

読本税金を払おう』209頁（1999年） 
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日本における納税者の権利保護を論ずる際に、比較対象として米国を持ち出 

すのであれば、制定法・手続規則・マニュアル・IRSpublication奪の文言を 

引用して足れりとするのではなく、実態を踏まえた議論が必要であると考える。 
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